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３ 結 論
要 旨
変数S・i・j を時点j（・n－1）、個人iに関する以下のようなスコアとしよう。つまり
1 …… p1
S・i・j ＝





0 …… p2
－1 …… p3
・pi＝1
0＜pi＜1
こうしたとき給与の増分cB・i・n，i＝1，2（c＞0，以下一般性を失うことなくc＝1）は
B・i・n ＝n・・1,i・・・n・1j・1・n・j・・1・r・・jS・i・j
と書くことができる。ここで・・1,i・はKroneckerデルタ、そうしてrは割引率を表す。
以下この論文はB・i・n 、B・1・n ・B・2・n ・・ Dn・のモーメント、またLindeberg-Feler（Fisz［4］）の中心
極限定理を経由してPr（Dn・0）を計算する。とくにこれらの結果から次の1）、2）を得る。
1）任意のnについてPr（Dn・0・r・0）はPr（Dn・0・1・ r・0）より大きい。
2）nが・・になるときsupPr（Dn・0・r・0）＞supPr（Dn・0・1・ r・0）である。
キーワード：正規分布、中心極限定理、不利益変更、3項選択、割引率
１ 序
一定期間、例えば1年間について使用者側が従業員B・の成果Sjを次のように評価するとしよう。
つまり時点jについて
1 …… p1
（1.1） Sj＝





0 …… p2
－1 …… p3
・pi・1, 0・ pi・1
ここで、p1はSj＝1などに対応する確率である。そうして従業員B・がもしS0・1になったのちは
j・1以降にわたって1ランク上の給与にはりつけられるとする。またSj・0,・1はそれぞれ通常
のケース、1ランク下の給与体系にしたがうものとする。そうするとn期間を考えたとき1ランク上
の給与水準について1単位の給与増額があるとしてB・への上積み分（B）は
（1.2） B・ n・・n・1j・1・n・j・Sj
となる。興味深いのはj・1でSj・0であったとしてもB＝nである。他方Sj・0は中立的評価だ
から期首（0期）にS0・0となった場合j・1でSj・0のとき、n期間でB＝0のままである。こ
うした評価の方法にもとづいて給与体系が定められると従業員の期首の評価が圧倒的な意味を持つ。
以上の背景をもとに朴［2］は次のような具体的問題を提起した。つまり個人、1、2について給与
の上乗せ分を
（1.3） B・1・・ n・・n・1j・1・n・j・S・1・j
B・2・・・n・1j・1・n・j・S・2・j
としたとき、
（1.4） Pr・B・1・・B・2・・0・
はどの程度になるか？ つまりn期間で個人2が給与総額で個人1を逆転できる可能性をつきとめ
ようとした。実際n＝29、p1・ p3・0.03を選ぶと、朴［2］のシミュレーション計算（1～2万回）
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は（1.4）の確率がほぼ16～17％であることを示した（具体的な結果については［2］にある）。シミュ
レーションを補強する意味でこの論文の目的は次のようなものである。
1）まずBの理論的な構造をつきとめる。つまり、Bのモーメント（分散、4次モーメント）、n
が大きくなったときのBの分布をもとめる。また、B・1・・B・2・のモーメント、極限分布もみちび
く。そうして逆転の確率、Pr・B・1・・B・2・・0・を近似計算によってもとめる。ついでに言ってお
くとこれらの理論的な解は［2］のシミュレーション結果とほぼよく似ている。また言うまでも
ないが、［2］はp1・ p3・0.03、p2・1・2p1としているが、理論計算ではこうした指定はなく
てよい（また、労働法に関する荒木他［1］のテキストによればp3・0のケースがあれば、こ
れは労働条件の不利益変更である。くりかえすと従業員全体に支払われる給与原資の大きさがこ
の評価制度導入以前のものと同一であっても、p3・0でありさえすれば新制度の内容は不利益
変更である）。
2）つづいて割引率を導入した場合で1）を考える。この導入は将来の価値を現時点にもどしてn
期間にわたる給与の総額を見るためのものである。結論を先どりすればn＝29、r（割引率）を
0.01とすると先に述べた逆転の可能性は当然のことながら、いく分小さくなる（r＞0が存在す
るとこれらの議論は複雑になる。以下では問題の2次モーメント、中心極限定理を経由して極限
分布を計算した）。
以下、2でまずr＝0のケースをとり上げ、のちにr＞0を議論して近似的な逆転可能性をそれぞ
れ理論計算する。
２ 展 開
考える統計モデルを次のように書く。
（2.1） B・ n・・n・1・S1・・n・2・S2・・・・n・・n・1・・Sn・1
Sjはたがいに独立、3項選択の変数である。つまり
1 …… p1
Sj＝





0 …… p2
－1 …… p3
ここでpiについて0・ pi・1，p1・p2・p3・1である。そうすると
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E・Sj・・ p1・p3・・
Var・Sj・・ E・Sj・・・2
・・1・・・2・p1・・・・・2・p2・・・1・・・2・p3
また朴［2］は p1・ p3を考えた。このとき・・0、このケースで Var・Sj・を計算するとVar・Sj・
・ p1・p3・2p1となる。Bの期待値は
（2.2） E・B・・ n・・n・1j・1・n・j・E・Sj・
ここでE・Sj・・・と書くと
（2.3） E・B・・ n・・・n・1・・n・2・・・・2・1・
・ n・・
n・n・1・
2
・n・ ・
＝n（・・0のとき）
・・0でVar（B）は
Var・B・・ E・・n・1j・1・n・j・Sj・2
・ E・・・n・j・2S2j・・i・ jSiSj・n・j・・n・i・・
＝・n・1j・1・n・j・2E・S2j・
E・S2j・は
E・S2j・・12・p1・・・1・2p3
＝p1・p3
＝2p1（p1・ p3のとき）
したがって
（2.4） Var・B・・2p1・・n・1・2・・・12・
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・
1
3
p1・n・1・n・2・n・1・・1・
となる。p1＝0.03、n＝29でVar（B）はVar（B）＝0.01・28・29・57・＝462.84となってこれは［2］
に一致する。Bの4次モーメントは以下のようになる。
E・B・n・4・ E・・n・1j・1Sj・n・j・・4
・ E・・n・1j・1jSn・j・4
・ E・・n・1j・1・j・4,・j・ jSn・j
・ E・・・1・・・・n・1・2・・1・・・・n・1・2・
・ E・・
2
1・・・・
2
n・1・・i・ j・i・j・・・
2
1・・・・
2
n・1・・i・ j・i・j・
・ E・・n・1j・1・
4
j・3・i・ j・
2
i・
2
j・
・・n・1j・1j4E・S4n・j・・3・i・ ji2j2E・S2n・j・S2n・i・
E・S4n・j・などは
E・S4n・j・・14・p1・04・p2・・・1・4・p3
・ p1・p3
＝2p1
E・S2n・j・・ p1・p3・2p1
そうすると
（2.5） E・B・n・4・・n・1j・1j4・2p1・・3・i・ ji2j2・2p1・2
・・2p1・・n・1j・1j4・3・・n・1i,j i2j2・・n・1i i4・・・2p1・2
ここで森口宇田川一松［3，p.2］から
・n・1i・1i2・
1
6
・n・1・n・2・n・1・・1・
・n・1i・1i4・
1
30
・n・1・n・2・n・1・・1・・3・n・1・2・3・n・1・・1・
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・ S2・
1
5
・3・n・1・2・3・n・1・・1・
・ S4
を見てBのモーメントは以下のように書くことができる。
（2.6） E・B・n・4・・4S4・3・22・S22・S4・
E・B・n・2・・2S2
・4・ E・S4j・・2p1
・2・ E・S2j・・2p1
S2・
1
6
・n・1・n・2・n・1・・1・
S4・ S2・
1
5
・3・n・1・2・3・n・1・・1・
そうしてこのケースの尖度は
（2.7） ・n・
E・B・n・4
・E・B・n・2・2
・
・4S4・3・22・S22・S4・
・・2S2・2
・
・4S4・3・22S4
・22S22
・3
・
S4
S22
・4
・22
・3
・・
・・
・
・・
・・
・
・3
となっている。［2］の数値を代入すると
・4
・・2・2
・
2p1
・2p1・2
・
1
0.06
・p1・0.03・
・n・
・1・5・・3・n・1・2・3・n・1・・1・
S2
1
0.06
・3
・・
・・
・
・・
・・
・
・3
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となる。n＝29で・29・
487
7714
100
6
・3
・・
・・
・
・・
・・
・
・3・3.8628026、他方［2］のシミュレーションによる・29
は 3.592～3.7559である。このモデルで p1・p2・p3・1、p1・ p3とすれば 2p1・p2・1だから
p1・・1・p2・・2、p1の範囲は0＜p1・0.5である。またp1が大きくなると・nは小さくなる。p1＝0.5
で・n・
S4
S22
・・2・・3である。・nの大きさについては
S2・ O・n
3
・
S4・ O・n
5
・
S4
S22
・ O・n
・1
・
だからn・・・で・n・3である（分布が正規のとき、・nはもちろん3である）。
つづいて個人1、2に関してその差を考えよう。
B・1・・ n・・n・1j・1・n・j・S・1・j
B・2・・・n・1j・1・n・j・S・2・j
ここでB・1・のみがn＝0で＋1の評価をうけるとする。差は
（2.8） D＝B・1・・B・2・
・ n・・n・1j・1・n・j・・S・1・j ・S・2・j ・
・ n・・n・1j・1・n・j・・j
p1・ p3のケースで
Pr・・j・2・・ p
2
1
Pr・・j・1・・2p1p2
Pr・・j・0・・2p
2
1・p
2
2
Pr・・j・・1・・2p1p2
Pr・・j・・2・・ p
2
1
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・jはたがいに独立である。また、2p1・p2・1である。Dのモーメントは
（2.9） E（D）＝n
E・D・n・2・ E・・n・1j・1・n・j・・j・2
・ E・・n・1j・1・n・j・2・2j・
・ E・・n・1j・1j2・2n・j・
・・n・1j・1j2E・・2n・j・
となるが・n・jについてモーメントを見ると
E・・n・j・・0
E・・2n・j・・2・22p
2
1・2p1p2・
・22p1・2p1・p2・・22p1
E・・4n・j・・2・24p
2
1・2p1p2・
・22p1・23p1・p2・
・22p1・1・6p1・
だから（2.9）は以下のようになる。
（2.10）E・D・n・2・22p1S2・2E・B・n・2
E・D・n・4・22p1・1・6p1・S4・3・S22・3S4・・22p1・2
・・・4S4・3・S2・3S4・・・・2・2
ただし・・4・22p1・1・6p1・，・・2・22p1，あきらかにDの分散はBの分散の2倍である（p1に無関係）。
またDの尖度は
（2.11）・・n・
S4
S22
・・4
・・・2・2
・3
・・
・・
・
・・
・・
・
・3
ここで
・・4
・・・2・2
・
4p1・1・6p1・
42p
2
1
・
1・6p1
4p1
となっている。B，D間で尖度・n，・・nを比較すると、p1のま
まで書いて
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・・・n・3・
・・n・3・
・
1・6p1
4p1
・3
・・
・・
・
・・
・・
・
1
2p1
・3
・・
・・
・
・・
・・
・
・1
・
1・6p1
4p1
・・
・・
・
・・
・・
・
1・6p1
2p1
・・
・・
・
・・
・・
・
・1
＝0.5
になる。これはn、p1に依存しない。また、Dの分布の方がフラットであることを示す。
つづいて B・1・・B・2・・ Dの極限分布を考えよう。D・ n・・n・1j・1j・n・jと書いて E（D）＝n，
V・D・・
2
3
p1・n・1・n・2・n・1・・1・。ここで、・n・jは5項選択の変数である。つまり
2 …… p
2
1
1 …… 2p1p2
・n・j＝









0 …… 2p21＋p22
－1 …… 2p1p2
－2 …… p
2
1
また、0＜p1・0.5、2p1・p2・1、p1・0.5のときp2・0である。給与総額の逆転はD＜0と表現
することができるのでその確率を計算すると
（2.12）Pr・D・0・・ Pr・・D・n・V・D・・1・2・・nV・D・・1・2・
V（D）はDの分散を意味する。（2.12）は近似的に
Pr・D・0・・ Prz・ n
2
3・ ・p1・n・1・n・2・n・1・・1・
・・
・・
・
・・
・・
・
・1・2
・ ・
であり、このzは平均0、分散1の正規分布にしたがう。p1＝0.03で
（2.13）Pr・D・0・・ Prz・ n・0.02・n・1・ ・n・2・n・1・・1・・・1・2・
となる。さらにn＝29のとき不等式のR.H.S.は
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n・0.02・n・1・n・2・n・1・・1・・・1・2
・29・0.02・28・29・57・・1・2
・29・925.68・・1・2
＝0.9531638
・ O・n
・1・2
・
である。ここでnが大きくなれば（評価の回数がふえる）、（2.13）はPr・z・0・・0.5に近づく。ま
た、p1・・0.5・が大きくなればPr・z・ n・ ・・1・2・は大きくなる。つまり逆転の可能性は大きくなる。
以上のp1＝0.03，n＝29で（2.13）はPr（z＞0.9531）≒Pr（z＞0.95）≒0.17106となっている。他
方［2］のシミュレーション（10000回）によると、問題の数値は0.15～0.16程度である。
ここで（2.13）が正当化できることを簡単に示そう。これはFisz［4，pp.206207］あるいはRao
［5］の中心極限定理による。
D・・n・1j・1・n・j・・j
において ・n・j・・jはたがいに独立、E・・n・j・・j・・0，・
2
j・ Var・・n・j・・j・・・n・j・2E・・2j・・・・
である。そうして・
2
jの和を見ると
・n・1j・1・
2
j・4p1・n・1j・1・n・j・2
・4p1・n・1j・1j2
・4p1
1
6
・n・1・n・2・n・1・・1・
から
（2.14）lim・・
2
j・・・
である。また、ある正数aについて
（2.15）Pr・・・j・・ a・・1
だから（2.14）、（2.15）はFisz［4，pp.206207］のTheorem6.9.3.の必要十分条件をみたす。ゆ
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えにここでの中心極限定理の適用が許されることがわかる。
つづいて先において割引率が入る場合を見る。現時点で将来のとり分を評価すると
（2.16）B・ n・・n・1j・1・n・j・・
j
Sj
・・・1・r・・1, 0・ r・1, 0・・・1
となる。Sjの構造は先と同一である。Bのモーメントは
（2.17）E（B）＝n
E・B・n・2・ E・・n・1j・1・n・j・・
j
Sj・2
・・n・1j・1・n・j・2・
2j
E・S2j・
・2p1・n・1j・1・j2・2nj・n
2
・・
2j
・2p1・・n・1j・1j2・
2j
・2n・j・
2j
・n
2
・・
2j
・
・2p1G・n,・・
となる。｛ ｝をG・n,・・と書いた。（2.17）のclosedformを見つけるには以下が必要である。森
口宇田川一松［3，p.15］から1＞x＞0で
S2・・・・・nr・1r
2
・
r
・
・・1・・・・1・・
n
・
・1・・・3
・
2n・
n・1
・1・・・2
・
n
2
・
n・1
1・・
を知って
・n・1j・1j2・
2j
・
・
2
・1・・
2
・・1・・
2・n・1・
・
・1・・
2
・3
・
2・n・1・・
2n
・1・・
2
・2
・
・n・1・2・
2n
1・・
2
また・n・1j・1・
2j
・
・
2
・・
2n
1・・
2
，さらに1次の部分は
・n・1j・12j・
2j・1
・・2・・2n・
2n・1
・・1・・
2
・・1・2・・1・・
2
・・2・
2
・1・・
2・n・1・
・
・2j・
2j
・2・・
2
・n・
2n
・・1・・
2
・・1・2・
4
・1・・
2
・・2・1・・
2・n・1・
・
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そうすると（2.17）の最後の部分は
（2.18）・n・1j・1・j2・
2j
・2nj・
2j
・n
2
・
2j
・
・・
2
・1・・
2
・・1・・
2・n・1・
・・1・・
2
・・3・2・n・1・・
2n
・1・・
2
・・2
・・・・n・1・2・
2n
・n
2
・・
2
・・
2n
・・・1・・
2
・・1・n・2・・
2
・n・
2n
・・1・・
2
・・1
・n・2・
4
・1・・
2・n・1・
・・1・・
2
・・2
・・
2
・1・・
2
・・1・・
2・n・1・
・・1・・
2
・・3・2・・n・1・・
2n
・n・
4
・1・・
2・n・1・
・・・1・・
2
・・2
・・・・n
2
・2n・1・・
2n
・n
2
・
2
・n
2
・
2n
・2n・
2
・2n
2
・
2n
・・1・・
2
・・1
・ a1・a2・a3
となる。ここで
a1・・
2
・1・・
2
・・1・・
2・n・1・
・・1・・
2
・・3
・ O・1・
a2・ O・n・
a3・・・2n・1・・
2n
・2n・
2
・n
2
・
2
・・1・・
2
・・1
・・
2
・・2n・1・・
2・n・1・
・n・n・2・・・1・・
2
・・1
・ O・n
2
・
a2・・2・
2
・・n・1・・
2・n・1・
・n・
2
・1・・
2・n・1・
・・・1・・
2
・・2
・・2・
2
・・n・1・・
2
・・1・・
2・n・1・
・n・
2
・・1・・
2
・・2
である。さらに（2.17）、（2.18）を再度、次のように書く。
（2.19）E・B・n・2・2p1G・n,・・
・2p1・a1・a
・
2・a
・
3・
・ O・n
2
・
a1・ a1・n,・・・ O・1・
a
・
2・ a
・
2・n,・・・・2・
2
・・・
2・n・1・
・n・
2
・・1・・
2
・・2・ O・n・
a
・
3・・
2
・n・n・2・・・
2・n・1・
・・1・・
2
・・1・ O・n
2
・
したがってG・n,・・はn
2
のオーダーになる。他方割引率を導入しないケースではE・B・n・2は
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E・B・n・2・2p1・
1
6
・n・1・n・2・n・1・・1・・ O・n
3
・
となっている。つまりg＜1でBの変動幅ははるかに小さくなる。nのオーダーが1ケタ異なる。
さらにn・2で（2.19）は
（2.20）E・B・n・2・2p1・
2
G・n,・・
・2p1・
2
・b1・n,・・・b2・n,・・・b3・n,・・・
・・
1
1・r
, 0・ r・1
となる。n、gをあたえると G・n,・・を計算することができる。G・n,・・の構造は単純である。
bi・n,・・は
（2.21）b1・n,・・・・1・・
2
・・1・・
2・n・1・
・・1・・
2
・・3
・
1・・
2
1・・
2
・1・・
2・n・1・
・・1・・
2
・・2
・ O・1・
b2・n,・・・・2・n・
2
・・
2・n・1・
・・1・・
2
・・2
・ O・n・
b3・n,・・・・n・n・2・・・
2・n・1・
・・1・・
2
・・1
・ O・n
2
・
通常・
2・n・1・
は小さいのでb1・0、b2・0、b3・0であるがn＝2でb3はb3・0となる。ここで
b1・b2・
1・・
2
1・・
2
・1・・
2・n・1・
・・2・n・
2
・・
2・n・1・
・
・・
・・
・
・・
・・
・
・1・・
2
・・2
としておくと計算には便利である。以下、rが入らない場合との比較をしておく。r＝0で
E・B・n・2・2p1, n・2
E・B・n・2・10p1, n・3
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他方、r＞0、n＝2でbiは
b1・・1・・
2
・・1・・
2
・・2
b2・・2・
2
・1・・
2
・・2
b3・・・
2
・1・・
2
・・1
biの和は
・3i・1bi・
・1・・
2
・・・
2
・1・・
2
・
・1・・
2
・2
・1
ゆえに0＜g＜1でE・B・n・2は
E・B・n・2・2p1・・
2
・2p1
・ E・・B・n・2・・・1・
となる。r＞0、n＝3のとき（2.20）のbiは
b1・・1・・
2
・・1・・
4
・・1・・
2
・・3
b2・・2・3・
2
・・
4
・・1・・
2
・・2
b3・・3・・
4
・・1・・
2
・・1
から
・3i・1bi・
・1・・
2
・2・2・
2
・3・・
2
・
・1・・
2
・2
・
3・・
4
1・・
2
・
3・
4
・4・
2
・1
・1・・
2
・2
・
3・・
4
1・・
2
・
・1・・
2
・・1・3・
2
・
・1・・
2
・2
・
3・・
4
1・・
2
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・
1・3・
2
・3・・
4
・1・・
2
・
・4・・
2
となる。こうしてE・・B・n・2・n・3,r・0・は
E・B・n・2・2p1・
2
・3i・1pi
・2p1・
2
・4・・
2
・
・2p1・4.8821642・
・10p1
・ E・・B・n・2・・・1・
である（とくにr＝0.01のとき、4・・
2
・0.88216。rの実際の大きさについては参考文献の資料（日
経新聞）を見るとよい）。つづいてr＝0、n＝29でE・B・n・2は
E・・B・n・2・・・1・・2p1・
1
6
・n・1・n・2・n・1・・1・・2p1・7714・
他方、r＝0.01、n＝29とすると、・
56
＝0.5728001から
b1・b2・・100.50223・1・0.5728001・・2・29・0.980296・0.5728001・・・・2575.6757・
＝－32909.47332
b3・・29・27・・
56
・・1・・
2
・・1
・・29・27・0.5728001・・50.751116・
≒39709.05358
・
2
・bi・6666.02153
したがって、このケースでE・・B・n・2・n・29・は
E・B・n・2・2p1・
2
・b1・b2・b3・・2p1・6666.02153・
である。そうすると、r＝0，0.01で分散比は
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E・・B・n・2・n・29,r・0.01・
E・・B・n・2・n・29,r・0・
・0.864
となっている。
つづいて個人（1）、（2）について給与の差を考える。B・i・は
（2.22）B・1・・ n・・n・1j・1・n・j・・
j
S・1・j
B・2・・・n・1j・1・n・j・・
j
S・2・j
・・・1・r・・1, 0・ r・1
ここでgはB・1・，B・2・間で共通である。そうすると差は
（2.23）D・ B・1・・B・2・
・ n・・n・1j・1・n・j・・
j
・j
・j・ S・1・j ・S・2・j 、Dのモーメントは
E（D）＝n
E・D・n・2・ E・・n・1j・1・n・j・・
j
・j・2
・ E・・n・1j・1・n・j・2・
2j
・2j・
・4p1・・n・1j・1・n・j・2・
2j
・
・4p1・
2
G・n,・・
以上は4p1を除いてBと同一の形をあたえる。nが大きいとき、Dを正規分布で近似することができ
るかを見ると・n・1j・1・n・j・・
2
・jのかたちで・n・j・・
j
・jの分散は・
2
j・・n・j・2・
2j
E・・2j・・・n・j・2・
2j
・4p1・
であり、その和は先の議論から
（2.24）・n・1j・1・
2
j・4p1・n・1j・1・n・j・2・
2j
・4p1・・
2
・・b1・b2・b3・・
となっている。biの定義は（2.21）にある。（2.24）で
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b1・ O・1・
b2・ O・n・, b2・0
b3・ O・n
2
・, b3・0
だからlim・n・1j・1・
2
j・・・、こうして、r＞0においてもDを標準正規変数で近似可能である。逆転
可能の確率はp1＝0.03，r＝0.01，・・・1・r・・1のとき、
（2.25）Pr（D＜0）
・ Pr・・D・n・V・1・2・・nV・1・2・
・ Pr・z・・n・4p1・
2
G・n,・・・・1・2・
・ Pr・z・ n・0.12・
2
G・n,・・・・1・2・
ここでVはDの分散を意味する。n＝29のとき（2.25）のR.H.S.は
n・0.12・
2
・G・n,・・・・1・2
・29・0.12・
2
・G・29,・・・・1・2
・29・0.12・6666.02153・・1・2
・29・・28.282902・・1
・1.0253
こうしてr＝0.01で
Pr・D・0・r・0.01・
・ Pr・z・1.0253・
≒0.152
＜0.171
・ Pr・D・0・r・0・
から逆転可能な確率は 10％以上小さくなる。追加的に Pr（D＜0）の特性を考えると Pr（D＜0）
・ Pr・z・ n・4p1・
2
G・n,・・・・1・2・だからp1、gが大きくなれば、逆転可能な確率は大きくなる。さら
にnが大きい場合のGを考えると（2.25）でG・n,・・・・1・・
2
・・1n
2
、ゆえに（2.25）のR.H.S.はn
に無関係となり
従業員の業績評価に関する統計的推測 59
（2.26）n・4p1・
2
・1・・
2
・・1n
2
・・1・2
・・4p1・
2
・1・・
2
・・1・・1・2
こ こ で p1・0.03， r＝0.01を 代 入 す る と （2.26） は ・4・0.03・0.980296・・50.751116・・・1・2・
・2.4433855・・1＝0.4092682、そうすると（2.25）のPr（D＜0）は
Pr・z・0.409・＝0.3409
となる。こうしてnが無限大であっても逆転可能な確率の上限は0.3409にとどまる。（n＝＋∞で
割引率を考慮しないとき、逆転可能確率はp1に関係なく0.5である）。
３ 結 論
以下簡単に統計理論の立場から結論を述べる。
1）給与総額の逆転確率は（2.13）、（2.25）からp1・・ Pr・Si・1・・、n（評価の回数）、r（将来の
給与額に関する割引率）に依存する。言うまでもないがp1・，n・，r・で逆転の確率は高まる。
2）p1＝0.03で計算結果をあたえたが、以上の議論ではp1・ Pr・Si・1・・ Pr・Si・・1・のよう
にSiの分布を左右対称にしているのでp1をいたずらに大きくすることは給与制度の設計上無理
であろう（p1を大きくすると不利益変更を受ける該当者数も多くなる）。
3）評価の回数（n）を例えば年2回とすれば、初期に劣位に立った従業員が挽回できる機会は当
然ふえる。しかしこれも評価する側の作業をはん雑にさせることになる。
4）割引率r・0・ r・1,・・・1・r・・1・を導入するケースでは逆転確率は当然小さくなる。先の
議論は r＝0.01を選んだが、rのとり方についてはもちろん多くの考え方がある。ただし、
r＞0とr＝0ではDn（給与差）に関する統計的性質がかなり異なる点がわかった。nを大きく
とるとき、このちがいがはっきりと出るであろう。
5）残された問題としては、r（割引率）は個人間で同一か。個人1、2がともに＋1の評価を受け
たとしても対応する時点が異なるとDn≠0である。さらに＋1の評価の効果がnの手前で切断
された場合もDnに新たな変化がおきる、などがあげられる。
しかしながら以上の一部分についてはわれわれはすでに結果を得た。
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注
1）この論文の一部分は朴［2］の学部内研究報告（2009年6月10日）にもとづいている。出席者の1人
の斉藤卓爾准教授からは割引率の導入など、多岐にわたりお教えいただいた。また、初稿の段階でレフェ
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リーのお2人からも数点の有益なコメントを受けた。ここに厚くお礼申し上げる。
2）レフェリーの1人は割引率（r）について、個人間で異なるものを考えるべきである、また時間それ自
体の割引の導入を提案した。しかしながらこのケースで時間概念に関する個人の実験データがあるわけで
はない、あるいは議論した離散モデルを連続的なものへ変換するにはさらに工夫が必要であり、困難を伴
うので、以上2点の採用を見送った。
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Abstract
LetS・i,j・bescoresofanindividualiassociatedwithtimej・ n・1suchthat
1 …… p・1・
S・i,j・＝





0 …… p・2・
－1 …… p・3・
withp・1・・p・2・・p・3・・1and0＜p・i・＜1.ThenincrementsB・i,n・ofthesalaryoftheindi-
vidualiarewrittenby
B・i,n・・ n・・1,i・・・n・1・・1・・1・r・・S・n・1・・・・・n・・n・1・・・1・・1・r・・n・1S・1・
fori・1,2where・・1,i・isKroneckerdeltaandrisrateofdiscount.Weshalnowpresentthe
exactmomentsof・B・1,n・・B・2,n・・・ D・n・bydirectcomputationaswelasPr・D・n・・0・via
thecentrallimittheoremofLindeberg-Feler（seeFisz［4］）.Inparticularitfolowsfromthese
resultsthat（1）Pr・D・n・・0・r・0・islargerthanPr・D・n・・0・r・0・foranyintervaln.（2）As
n・・,supPr・D・n・・0・r・0・＞supPr・D・n・・0・r・0・.
Keywords:normaldistribution,centrallimittheorem,disadvantageouschange,trinarychoice,
rateofdiscount
